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株　主　各　位

東京都港区高輪三丁目23番17号
ブレインズテクノロジー株式会社
代表取締役社長 齋　藤　佐和子

【当社ウェブサイト】
https://www.brains-tech.co.jp/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第15回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第15回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「その他ＩＲ情報」「株主総
会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ブレインズテクノロジ
ー」又は「コード」に当社証券コード「4075」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情
報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認くだ
さい。）

　なお、当日ご出席されない場合は、書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、2023年10月26日（木曜日）午後５時までに到着するようご返送願います。

敬　具
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１．日 時 2023年10月27日（金曜日）午前10時（受付開始　午前9時30分）
２．場 所 東京都港区高輪三丁目23番17号　品川センタービルディング

ＡＰ品川アネックス　地下１階　Iルーム
３．目 的 事 項

報 告 事 項 第15期（2022年８月１日から2023年７月31日まで）事業報告及び計算書類の内
容報告の件

決 議 事 項
議 案 取締役5名選任の件

 

記

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表
示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

以　上

◎ 本株主総会終了後、当社の今後の事業展開等をよりよくご理解いただくため、同会場にて事業説
明会を開催いたしますので、本株主総会にご出席いただきました株主様は引き続きご参加くださ
いますようお願い申しあげます。

◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申しあげます。

◎ 会社法改正による電子提供制度の施行に伴い、電子提供措置事項については、前頁に記載の各ウ
ェブサイトにアクセスのうえご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいた
だいた株主様に限り、書面でお送りすることとなりました。しかし、本株主総会においては、書
面交付請求の有無に関わらず、従前どおりの招集ご通知を株主の皆様にお送りしております。
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◎ 電子提供措置事項のうち、次に掲げる事項については、法令及び当社定款第15条の規定に基づ
き、前々頁に記載の各ウェブサイトに掲載しておりますので、交付書面には記載しておりませ
ん。
【事業報告】
・業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
【計算書類】
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
なお、これらの事項は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して監査した計算書類の一部
であり、また監査役が監査報告を作成するに際して監査した事業報告及び計算書類の一部であり
ます。

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、その旨、修正前の事項及び修正後の事項を前々頁に記
載の各ウェブサイトに掲載させていただきます。

◎ 今般、政府において「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」が変更され、本年３月
13日よりマスクの着用は個人の判断を基本とすることとされました。この政府方針の変更を踏
まえ、当社から一律にマスクの着用をお願いすることはいたしませんので、株主様のご来場にあ
たりましては、ご自身でマスクの着脱をご判断くださいますようお願い申しあげます。

◎ 会場内での感染予防として、検温・消毒のご協力をお願いする場合がございます。体調不良と見
受けられる方やご協力をいただけない方についてはご入場をお控えいただく場合がございますの
で、あらかじめご了承のほど、よろしくお願い申しあげます。

◎ 会場の座席には限りがございます。そのため満員となりました場合は、入場制限を行わせていた
だくことがございますので、予めご了承のほど、よろしくお願い申しあげます。

◎ 本株主総会の決議結果につきましては、決議ご通知のご送付に代えて、当社ウェブサイト（アド
レスhttps://www.brains-tech.co.jp/）に掲載させていただきます。
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(2022年８月 1 日から
2023年７月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 会社の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症に伴う行動制限の緩和によ
り、一部では社会経済に持ち直しの兆しがみられるものの、エネルギー価格の高騰等、景気の
先行きは依然として不透明な状況にあります。当社を取り巻く市場環境は、日本の労働人口が
減少を続ける中、ITを活用した働き方改革の実現や、IoT/AIを活用した熟練者のノウハウ継承
など、生産性の向上を目指した労働環境へのIT投資が高まっており、引き続き良好な状態が続
いているものと考えております。
　このような環境の中、当社は、「企業活動の継続性と生産性の劇的な向上に貢献すること」
をミッションに掲げ、企業がデジタル技術による業務やビジネスの変革（DX）を加速するた
めのAIを実装する、エンタープライズAIソフトウエア事業を展開してまいりました。
　当事業年度においては、異常検知ソリューション「Impulse」は、業界を代表する大手企業
との取引拡大や、新たな領域への挑戦を継続してまいりました。既存顧客及びパートナー企業
との良好な関係を維持するだけでなく、共同で実証実験を行うなど、さらなる広がりに向けた
活動にも取り組んでまいりました。企業内検索エンジン「Neuron Enterprise Search」は、
ソフトウエアライセンスが堅調に増加し、安定した収益を上げております。
　以上の結果、当事業年度の売上高は1,053,861千円（前事業年度比12.8％増加）、営業利
益は163,245千円（同6.2％減少）、経常利益は162,246千円（同6.3％減少）、当期純利益
は122,646千円（同13.2％減少）となりました。
　なお、当社はエンタープライズAIソフトウエア事業の単一セグメントであるため、セグメン
ト別の経営成績に関する記載は省略しております。
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② 設備投資の状況
　当事業年度中において実施いたしました当社の設備投資の総額は218,735千円でありま
す。その主なものは、当社におけるソフトウエア開発及びソフトウエア開発に伴う設備強化等
によるものであります。

③　資金調達の状況
　　該当事項はありません。

区 分 第 12 期
(2020年７月期)

第 13 期
(2021年７月期)

第 14 期
(2022年７月期)

第 15 期
(当事業年度)

(2023年７月期)
売 上 高(千円) 631,597 854,501 934,255 1,053,861

経 常 利 益(千円) 65,142 142,541 173,166 162,246

当 期 純 利 益(千円) 78,874 110,259 141,315 122,646

１株当たり当期純利益 (円) 16.61 22.96 26.31 22.38

総 資 産(千円) 520,668 1,640,209 1,713,466 1,836,235

純 資 産(千円) 80,549 1,206,120 1,348,825 1,489,132

１株当たり純資産額 (円) 16.96 224.60 250.99 270.26

⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数により、１株当たり純資産額は、期末
発行済株式総数により算出しております。

２．当社は2021年３月12日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っておりま
すが、第12期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり当期純利益及び１
株当たり純資産額を算定しております。

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。
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⑷ 対処すべき課題
① 新技術への対応
　当社が強みとするAI関連の技術は、将来的な利用可能性の高さから世界的に研究開発が活発
に行われております。このような事業環境の下で当社が事業を継続的に拡大していくには、継
続的な技術力の強化とともに、絶え間ない技術革新から生み出される先端技術をいち早く獲
得・事業化し、技術的な環境変化に適応した顧客価値を創出していくことが必要であると認識
しており、その対応を行っております。

② 人材の確保
　当社は、市場の拡大、新規参入企業の増加、顧客ニーズの多様化に迅速に対応していくた
め、最先端の技術を有する人材の確保、育成が必要と考えております。優秀な能力を持つ人材
を獲得するために、当社が取り組む最先端技術等の情報をメディア経由で外部発信する等、技
術を軸とした会社の魅力を訴求していくことが重要であると考え、その対応を行っておりま
す。

③ 開発体制の強化
　当社は、事業拡大を図る上では、提供サービスの進化、継続的な機能向上が重要であると考
えております。そのためには、開発プロセスの改善、社内におけるノウハウの共有や教育訓練
等が不可欠であるため、開発プロセスを継続的に見直し、社内におけるノウハウの共有や教育
訓練等を実施し、より強固な開発体制の構築に努めてまいります。

④ 営業体制の強化
　当社は、安定的かつ着実な事業拡大を図る上で、既存契約の継続に加えて案件数が増加した
場合においても、収益率を高水準に維持し、かつ提供サービスの品質を維持・向上することが
重要であると考えております。そのためには、さらなる営業体制の強化等が不可欠であるた
め、優秀な人材を積極的に採用するとともに、販売パートナーを含めた営業プロセスを継続的
に見直し、より強固な営業体制の構築に努めてまいります。

⑤ 知的財産権の確保等
　当社では、日々の開発業務から生じた新規性のある独自技術の保護のために、当社単独又は
共同開発企業等と共同で、それらに関する特許権等の知的財産権の取得を図っております。し
かしながら、当社の事業分野においては、国内外大手IT企業等が知的財産権の取得に積極的に
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取り組んでいるため、当社も特許権等の取得により当社の活動領域を確保することが課題であ
ると認識しており、外部専門家とも協力しながら、独自の技術分野については、他社に先立っ
て戦略的に特許権等を取得できるよう取り組んでまいります。

⑥ 内部管理体制の強化
　当社は、今後もより一層の事業拡大を見込んでおります。そのため、当社の事業拡大に応じ
た内部管理体制の構築を図るとともに、金融商品取引法における内部統制報告制度の適用等も
踏まえ、より一層のコーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでまいります。また、当社の
成長速度に見合った人材の確保及び育成も重要な課題と認識しており、継続的な採用活動と研
修活動を行ってまいります。

⑦ 情報管理体制の強化
　当社は、サービス開発、サービス提供の過程において、機密情報や個人情報を取り扱う可能
性があり、その情報管理を強化していくことが重要であると考えております。現在、情報管理
規程等に基づき管理を徹底しておりますが、今後も社内教育・研修の実施やシステムの整備な
どを継続して行ってまいります。
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事 業 区 分 事 業 内 容

エンタープライズAIソフトウエア事業 機械学習技術を活用したデータ分析、データ検索ソフトウエア
製品・サービスの提供

⑸ 主要な事業内容（2023年７月31日現在）

本 社 東京都港区高輪三丁目２３番１７号

⑹ 主要な営業所及び工場（2023年７月31日現在）

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

66 （3）名 11名増 （ー)

⑺ 使用人の状況（2023年７月31日現在）

（注）１．使用人数は就業人員であり、臨時雇用者数（パート及び人材会社からの派遣社員含）は、（　）内
に年間の平均人員を外数で記載しております。

 ２．当社の事業セグメントはエンタープライズAIソフトウエア事業の単一セグメントであるため、セグ
メント別の従業員数の記載はしておりません。

借 入 先 借 入 額

株式会社三井住友銀行 14,000千円

⑻ 主要な借入先の状況（2023年７月31日現在）

⑼ その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２. 株式の状況（2023年７月31日現在）
⑴ 発行可能株式総数 19,000,000株
⑵ 発行済株式の総数 5,509,900株
⑶ 株主数 3,022名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

齋 藤 　 佐 和 子 2,677,000株 48.58％

中 澤 　 　 宣 貴 600,000株 10.88%

N V C C ７ 号 投 資 事 業 有 限 責 任 組 合 300,000株 5.44%

河 田 　 　 　 哲 200,000株 3.62%

今 野 　 　 勝 之 200,000株 3.62%

楽 天 証 券 株 式 会 社 65,000株 1.17%

松 本 　 　 典 文 45,000株 0.81%

林 　 　 　 琢 磨 40,000株 0.72%

株 式 会 社 S B I 証 券 39,285株 0.71%

榎 並 　 　 利 晃 30,000株 0.54%

⑷ 大株主

（注）当社は、自己株式を所有しておりません。

⑸ その他株式に関する重要な事項
新株予約権の権利行使により、発行済株式総数は135,800株増加しております。

－ 9 －



第 1 回 新 株 予 約 権 第 3 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2015年7月6日 2016年２月22日

新 株 予 約 権 の 数 34個　 3個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 340,000株
(新株予約権１個につき 10,000株)　

普通株式 30,000株
(新株予約権１個につき 10,000株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 1,000,000円
(１株当たり 100円)　

新株予約権１個当たり 1,000,000円
(１株当たり 100円)　

権 利 行 使 期 間 2017年８月１日から
2025年６月30日まで

2018年２月27日から
2026年1月30日まで

行 使 の 条 件 （注）１ （注）１

役
員
の
保
有
状
況

取 締 役
（社外取締役を除く）

新株予約権の数 15個
目的となる株式数 150,000株
保有者数 ２名　

新株予約権の数 3個
目的となる株式数 30,000株
保有者数 1名　

社 外 取 締 役 ー ー

監 査 役 ー ー

３. 新株予約権等の状況
⑴ 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況
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第 4 回 新 株 予 約 権 第 5 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2019年1月21日 2020年2月14日

新 株 予 約 権 の 数 1,884個　 777個　
新 株 予 約 権 の 目 的 と な る
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 188,400株
(新株予約権１個につき 100株)　

普通株式 77,700株
(新株予約権１個につき 100株)　

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり 30,000円
(１株当たり 300円)　

新株予約権１個当たり 40,000円
(１株当たり 400円)　

権 利 行 使 期 間 2021年1月22日から
2028年１2月21日まで

2022年2月15日から
2030年1月14日まで

行 使 の 条 件 （注）2 （注）3

役
員
の
保
有
状
況

取 締 役
（ 社 外 取 締 役 を 除 く ）

新株予約権の数 1,400個
目的となる株式数 140,000株
保有者数 2名　

ー

社 外 取 締 役 ー ー

監 査 役 ー
新株予約権の数 90個
目的となる株式数 9,000株
保有者数 3名　
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（注）１. 新株予約権の行使条件は、以下のとおりであります。
（１）行使条件

① 本新株予約権の行使は、行使しようとする本新株予約権又は権利者について「会社が新株予約権を
取得することが出来る事由及び取得の条件」に定める取得事由が発生していないことを条件とし、
取得事由が生じた本新株予約権の行使は認められないものとする。ただし、会社が特に行使を認め
た場合はこの限りでない。

② 権利者は、会社の株式のいずれかの金融商品取引所への上場がなされるまでの期間は、本新株予約
権を行使することはできないものとする。

③ 本新株予約権の行使は１新株予約権単位で行うものとし、各新株予約権の一部の行使は認められな
いものとする。

④ 権利者が１個又は複数の本新株予約権を行使した場合に、当該行使により当該権利者に対して交付
される株式数は整数でなければならず、１株未満の部分についてはこれを切り捨て、株式は割り当
てられないものとする。かかる端数の切り捨てについて金銭による調整は行わない。

（２）相続
　本新株予約権の行使は、権利者が生存していることを条件とし、権利者が死亡した場合、本新株予
約権は相続されず、本新株予約権は行使できなくなるものとする。

２. 新株予約権の行使条件は、以下のとおりであります。
① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当

社又は当社子会社の取締役、監査役若しくは従業員の地位を有していなければならない。ただし、
取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとし、当該
新株予約権は会社法第287条の規定に基づき消滅するものとする。

３. 新株予約権の行使条件は、以下のとおりであります。
① 新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時においても、当

社又は当社子会社の監査役、従業員若しくは外部協力者の地位を有していなければならない。ただ
し、取締役会が正当な理由があると認めた場合は、この限りではない。

② 新株予約権者が死亡した場合、その相続人による新株予約権の権利行使は認めないものとし、当該
新株予約権は会社法第287条の規定に基づき消滅するものとする。

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 齋 藤 　 佐 和 子
取 締 役 中 澤 　 宣 貴 技術責任者
取 締 役 河 田 　 哲 財務責任者
取 締 役 林 　 琢 磨 業務執行責任者
取 締 役 榎 並 　 利 晃 業務執行責任者

取 締 役 日 置 　 健 二

株式会社アクリート　社外取締役
K&Momentum株式会社　代表取締役社長
Coltテクノロジーサービス株式会社　最高顧問
プリンストン・デジタル・グループ　エグゼクティブ
アドバイザー

常 勤 監 査 役 鈴 木 　 誠 二 郎

監 査 役 前 田 　 昌 太 朗

前田昌太朗公認会計士事務所　代表
フロントフィールドコンサルティング合同会社　代表
インテグリカルチャー株式会社　社外監査役
テクネ監査法人　代表パートナー
一般社団法人慶應ラグビー倶楽部　監事

監 査 役
小 泉 　 由 美 子
（弁護士職務上の氏
名：本間　由美子）

弁護士法人GVA法律事務所　弁護士
一般社団法人日本スペースロー研究会　理事
株式会社アークエッジ・スペース　社外監査役

４. 会社役員の状況
⑴ 取締役及び監査役の状況（2023年７月31日現在）

（注）１. 取締役日置健二は、社外取締役であります。
２．常勤監査役鈴木誠二郎、監査役前田昌太朗及び小泉由美子は、社外監査役であります。
３. 常勤監査役鈴木誠二郎は、企業経営者としての豊富な経験に加えて上場企業の監査役の経験を有して

おり、ガバナンスに関する相当程度の知見を有しております。
４．監査役前田昌太朗は、現職の公認会計士であるとともに監査法人における経験も有しており、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有しております。
５．監査役小泉由美子は、現職の弁護士であり、企業法務及び会社法等に関する相当程度の知見を有して

おります。
６. 当社は、社外取締役及び社外監査役の全員を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、

同取引所に届け出ております。

⑵ 責任限定契約の内容の概要
　当社は社外取締役及び社外監査役の全員との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低限度額として
おります。
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⑶ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の取締役、監査役、執行役員及び管理職
従業員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当該保険契約により保険期間中に被保
険者に対して提起された損害賠償請求にかかる訴訟費用及び損害賠償金等が填補されることとな
ります。
　ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が法令
違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対象となら
ないなど、一定の免責事由があります。

⑷ 取締役及び監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
　当社は、取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議してお
ります。取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
１．基本方針
　当社の取締役の報酬等は、各取締役の役割や職務等に応じた「固定報酬」で構成し、個々の
取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とする。
２．固定報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針
　当社の取締役の固定報酬は月例の金銭報酬とし、株主総会で承認された報酬限度額の範囲内
で、当社が定める報酬テーブルに基づき、役位、職責、経営状況を総合的に勘案して決定す
る。
３．金銭報酬及び業績連動報酬等の額の取締役の個人別報酬等の額に対する割合の決定に関す
る方針

　現在、当社取締役の報酬は月例の固定報酬のみであるが、今後の当社の事業拡大及び成長フ
ェーズを鑑み、業績連動報酬の導入を検討する。
４．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額の内容の決定については取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的
内容について委任をうけるものとし、代表取締役社長は当該権限を適切に行使したことを示す
ため、社外取締役と協議し、その結果を取締役会に報告するものとする。
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区 分 報酬等の総額
報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 対象となる

役員の員数基 本 報 酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 　 締 　 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

80,800千円
(4,800）

80,800千円
(4,800） － － ６名

(１）
監 　 査 　 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

14,400
(14,400）

14,400
(14,400） － － ３

(３）
合 　 　 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

95,200
(19,200）

95,200
(19,200） － － ９

(４）

② 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　2022年10月28日開催の取締役会において、代表取締役社長齋藤佐和子に個人別の報酬等
の具体的な内容の決定を委任する旨の決議を行い、取締役の個人別の報酬は、代表取締役社長
において決定を行っております。代表取締役社長に委任した理由は、代表取締役社長が当社を
取り巻く環境及び経営状況等最も熟知しており、総合的に役員の報酬額を決定できると判断し
たためであります。
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法
及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整合していることを確認しており、当該決定方
針に沿うものであると判断しております。

③ 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１. 取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２. 取締役の報酬限度額は、2021年３月12日開催の臨時株主総会において、年額300,000千円以内と決

議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は６名（うち、社外取締役１名）です。
３. 監査役の報酬限度額は2021年３月12日開催の臨時株主総会において、年額50,000千円以内と決議
しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

④ 当事業年度に支払った役員退職慰労金
　該当事項はありません。

⑤ 社外役員が親会社等又は親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた役員報酬等の総額
　該当事項はありません。

－ 15 －



出 席 状 況 及 び 発 言 状 況 並 び に 社 外 役 員 に
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

社外取締役 日 置 　 健 二

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席いたしました。
会社経営者としての豊富な経験と幅広い見識に基づき、経営全般の
観点から適宜発言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための適切な役割を果たしております。

社外監査役 鈴 木 　 誠 二 郎

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査役会
14回の全てに出席いたしました。
会社経営者及び監査役としての豊富な経験に基づき、全社リスク管
理等についての発言、及び監査結果についての意見交換、監査に関
する重要事項の協議等を行っております。

社外監査役 前 田 　 昌 太 朗

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査役会
14回の全てに出席いたしました。
主に公認会計士としての専門的見地から、当社の決算対応等につい
ての発言、及び監査結果についての意見交換、監査に関する重要事
項の協議等を行っております。

社外監査役
小 泉 　 由 美 子
（弁護士職務上の氏
名：本間　由美子）

当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、また、監査役会
14回の全てに出席いたしました。
主に弁護士としての専門的見地から、当社の法令対応等についての
発言、及び監査結果についての意見交換、監査に関する重要事項の
協議等を行っております。

⑸ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
・社外取締役日置健二は、株式会社アクリートの社外取締役、K&Momentum株式会社の代表
取締役社長、Coltテクノロジーサービス株式会社の最高顧問、プリンストン・デジタル・グ
ループのエグゼクティブアドバイザーであります。当社と各兼職先との間には特別の関係は
ありません。
・社外監査役前田昌太朗は、前田昌太朗公認会計士事務所代表、フロントフィールドコンサル
ティング合同会社代表、インテグリカルチャー株式会社の社外監査役、テクネ監査法人代表
パートナー、一般社団法人慶應ラグビー倶楽部の監事であります。当社と各兼職先との間に
は特別の関係はありません。

・社外監査役小泉由美子（弁護士職務上の氏名：本間由美子）は、弁護士法人GVA法律事務
所の弁護士、一般社団法人日本スペースロー研究会の理事、株式会社アークエッジ・スペー
スの社外監査役であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 27,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 27,000千円

５. 会計監査人の状況
⑴ 名称

EY新日本有限責任監査法人

⑵ 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

⑶ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、その旨及び解任の理由を、解任後最初に招集される株主総会において報告いたしま
す。
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、会計監査人の解任又は不再任並びに後任会計監査人の選任を、取締役会を通じ、株主総会の
目的とすることといたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、その旨及び不再任並び
に選任の理由を、当該株主総会において報告いたします。
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６．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、配当政策を経営の最重要課題の一つとして認識し、株主の皆様に対する安定的な配当の維
持を基本としながら、業績、キャッシュ・フローの状況等を勘案して配当金額を決定してまいりま
す。また、内部留保金につきましては、経営体質の強化とともに、新技術・新製品開発あるいは合理
化投資等に充当して企業価値の向上に努めてまいります。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資　  産　  の　  部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

投 資 そ の 他 の 資 産
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産　

1,483,671
1,306,941
165,752
9,228
1,747

352,564
9,836
9,836

301,641
298,950
2,690

41,086
2,208
38,877　

（ 負 　   債 　   の 　   部 ）
流 動 負 債 305,437
買 掛 金 15,753
1年内返済予定の長期借入金 8,000
未 払 金 33,830
未 払 法 人 税 等 36,665
未 払 消 費 税 等 26,066
預 り 金 14,109
契 約 負 債 171,012

固 定 負 債 41,665
長 期 借 入 金 6,000
長 期 契 約 負 債 35,665

負 債 合 計 347,103
（ 純 　 資 　 産 　 の 　 部 ）

株 主 資 本 1,489,132
資 本 金 589,681
資 本 剰 余 金 554,681
資 本 準 備 金 554,681

利 益 剰 余 金 344,770
そ の 他 利 益 剰 余 金 344,770
繰 越 利 益 剰 余 金 344,770

純 資 産 合 計 1,489,132
資 産 合 計 1,836,235 負 債 及 び 純 資 産 合 計 1,836,235

貸　借　対　照　表
（2023年７月31日現在）

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2022年８月 1 日から
2023年７月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 1,053,861
売 上 原 価 373,050
売 上 総 利 益 680,811
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 517,565
営 業 利 益 163,245
営 業 外 収 益

受 取 利 息 12
協 賛 金 収 入 103
講 演 料 等 収 入 45
雑 収 入 ９ 171

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,170 1,170

経 常 利 益 162,246
税 引 前 当 期 純 利 益 162,246
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 49,058
法 人 税 等 調 整 額 △9,458 39,600
当 期 純 利 益 122,646

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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独立監査人の監査報告書
2023年９月22日

ブレインズテクノロジー株式会社
取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 金 野 広 義
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 齊 藤 寛 幸

　監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、ブレインズテクノロジー株式会社の２０
２２年８月１日から２０２３年７月３１日までの第１５期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

会計監査報告
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年8月1日から2023年7月31日までの第15期事業年度における取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環
境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の
状況を調査いたしました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則
第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めま
した。

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討
いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年９月27日

ブレインズテクノロジー株式会社　監査役会
常勤監査役（社外）　鈴木誠二郎　○印
監　査　役（社外）　前田昌太朗　○印
監　査　役（社外）　小泉由美子　○印

（弁護士職務上の氏名　本間由美子）

以　上
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候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

１

さい

齋
 

　
とう

藤
 

　
 

　
さ

佐
 

　
わ

和
 

　
こ

子
(1973年11月２日)

【再任】

2000年９月 フューチャーシステムコンサルティン
グ株式会社（現フューチャーアーキテ
クト株式会社）入社

2008年８月 当社設立　取締役就任
2013年８月 当社代表取締役社長（現任）

2,677,000株

【選任理由】
　齋藤佐和子氏は業界に対する豊富な経験と見識に基づき、当社代表取締役として強いリーダーシッ
プを発揮して経営の指揮を執り企業価値の向上に貢献してきたことから、今後も当社の事業拡大及び
経営全般に対する適切な役割の遂行が期待できるため、引き続き取締役候補者といたしました。

２

なか

中
 

　
ざわ

澤
 

　
 

　
のぶ

宣
 

　
たか

貴
(1978年８月８日)

【再任】

2003年９月 フューチャーシステムコンサルティン
グ株式会社（現フューチャーアーキテ
クト株式会社）入社

2009年10月 当社入社
2013年８月 当社取締役 技術責任者（現任）

600,000株

【選任理由】
　中澤宣貴氏は先端技術に関する専門知識を有しており、当社の技術責任者として企業価値の向上に
貢献してきたことから、今後も当社の事業拡大及び経営全般に対する適切な役割の遂行が期待できる
ため、引き続き取締役候補者といたしました。

株主総会参考書類

議案　取締役５名選任の件

　取締役全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名（うち社
外取締役１名）の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

３

かわ

河
 

　
 

　
た

田
 

　
 

　
 

　
てつ

哲
(1975年２月11日)

【再任】

1997年４月 日本電信電話株式会社入社
2001年４月 フューチャーシステムコンサルティン

グ株式会社（現フューチャーアーキテ
クト株式会社）入社

2010年３月 当社入社
2013年８月 当社執行役員就任
2017年10月 当社取締役 財務責任者（現任）

200,000株

【選任理由】
　河田哲氏は、当社の業務管理における経験に基づき、当社の財務責任者として当社の企業価値の向
上に貢献してきたことから、今後も当社の事業拡大及び経営全般に対する適切な役割の遂行が期待で
きるため、引き続き取締役候補者といたしました。

４

はやし

林
 

　
 

　
たく

琢
 

　
ま

磨
(1981年２月17日)

【再任】

2003年９月 フューチャーシステムコンサルティン
グ株式会社（現フューチャーアーキテ
クト株式会社）入社

2015年９月 当社入社　執行役員
2017年10月 当社取締役 業務執行責任者（現任）

40,000株

【選任理由】
　林琢磨氏は、製品開発に関する専門知識を有しており、当社の業務執行責任者として当社の企業価
値の向上に貢献してきたことから、今後も当社の事業拡大及び経営全般に対する適切な役割の遂行が
期待できるため、引き続き取締役候補者といたしました。
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候補者
番　号

ふ  り  が  な

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略歴、当社における地位及び担当
（重  要  な  兼  職  の  状  況）

所 有 す る
当 社 の 株 式 数

５

ひ

日
 

　
おき

置
 

　
 

　
けん

健
 

　
じ

二
(1968年12月26日)

【再任・社外】

1991年４月 株式会社トーメン（現豊田通商株式会
社）入社

2001年７月 日本キャップジェミニ アーンスト＆ヤ
ング株式会社（現株式会社クニエ）入社

2003年７月 ハドソン債権回収株式会社入社
2004年８月 SBIキャピタル株式会社入社
2006年８月 KVH株式会社（現Coltテクノロジーサ

ービス株式会社）入社
2012年８月 同社最高執行責任者（COO）
2014年８月 IPsoft Japan株式会社　代表取締役
2016年５月 Coltテクノロジーサービス株式会社　

代表取締役社長兼アジア代表
2019年３月 株式会社アクリート　社外取締役（現任）
2019年12月 K&Momentum株式会社　代表取締役

社長（現任）
2020年３月 Coltテクノロジーサービス株式会社　

取締役副会長
2020年８月 当社社外取締役（現任）
2021年５月 Coltテクノロジーサービス株式会社　

最高顧問（現任）
2022年７月 プリンストン・デジタル・グループ　

エグゼクティブアドバイザー（現任）

ー

（重要な兼職の状況）
株式会社アクリート社外取締役
K&Momentum株式会社代表取締役社長
Coltテクノロジーサービス株式会社最高顧問
プリンストン・デジタル・グループエグゼクティブ
アドバイザー

【選任理由及び期待される役割の概要】
　日置健二氏はグローバル企業における豊富な経営経験と高い見識を有していることから、当社の経
営管理体制に対する助言を行うことにより、コーポレート・ガバナンスの強化・充実に寄与すること
を期待できるため、引き続き社外取締役候補者といたしました。
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（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
２. 各候補者が保有する当社株式の数は、当期末（2023年７月31日）現在の株式数を記載しておりま

す。
３. 日置健二氏は、社外取締役候補者であります。
４. 日置健二氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本総会終結

の時をもって３年２ヶ月となります。
５. 当社は、日置健二氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償

責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425
条第１項に定める最低責任限度額としており、同氏の再任が承認された場合は、同氏との当該契約を
継続する予定であります。

６. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当該保険契約の内容の概要は、事業報告の４．会社役員の状況（２）責任限定契約の内容の概
要に記載のとおりです。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者とな
ります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

７. 当社は、日置健二氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。同氏が再任
された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

以　上
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氏名 当社における
地位・担当

経験・専門性

企業
経営

テクノ
ロジー

財務・
会計

法務・
コンプ
ライア
ンス

R & D

営業・
マーケ
ティン
グ

内部統
制・ガ
バナン
ス

取締役

齋藤　佐和子 代表取締役社長 ● ● ● ● ●

中 澤 　 宣 貴 取締役
技術責任者 ● ● ●

河 田 　 哲 取締役
財務責任者 ● ● ● ●

林 　 琢 磨 取締役
業務執行責任者 ● ● ●

日 置 　 健 二 社外取締役 ● ● ● ●

監査役

鈴木　誠二郎 常勤社外監査役 ● ● ●

前田　昌太朗 社外監査役 ● ●

小泉　由美子
（弁護士職務上の氏
名：本間　由美子）

社外監査役 ● ●

【ご参考：スキルマトリクス】

議案が原案どおりに承認可決された場合の取締役会・監査役会の構成及び取締役・監査役の専門性
は、下表のとおりです。
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会場：東京都港区高輪三丁目23番17号　品川センタービルディング
ＡＰ品川アネックス　地下１階　Iルーム
TEL 03－6455－7023

交通 ＪＲ品川駅 高輪口より 徒歩約３分

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

15
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国民生活
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品川税務署
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